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平成 24 年４月 13 日

各 位

会 社 名 セントケア・ホールディング株式会社

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 森 猛

（ Ｊ Ａ ＳＤ Ａ Ｑ・ コー ド 番 号 ２ ３ ７４ ）

問合せ先 常務取締役管理本部長 関根 竜哉

（ TEL．０３－３５３８－２９４３ ）

株式会社福祉の街の株式取得（子会社化）に関するお知らせ

当社は、本日平成24年４月13日開催の取締役会において、株式会社福祉の街（以下、「福祉の街」と

いう。）の株式を取得し、同社を子会社化することについて決議いたしましたので、下記の通りお知ら

せいたします。

記

１．株式の取得の理由

当社グループは、昭和 58 年の設立以来、在宅介護サービスを中核事業としており、訪問介護サー

ビスや訪問入浴サービスなどの訪問系サービスのほか、デイサービスやグループホームなどの施設

系サービスも提供し、介護を必要とするお客様の多様なニーズに対応できるようサービス提供して

おります。出店エリアについては、グループ全体で 24 都道府県・約 390 ケ所に営業所を展開してい

るうち、その約半数は東京都、千葉県、神奈川県などの関東地方に集中しております。しかしなが

ら、埼玉県内においては和光市内に訪問入浴サービスの営業所を１ケ所運営しているのみであり、

営業基盤を有しておりません。

一方、福祉の街は、昭和 55 年に設立して以来、埼玉県内の広範囲において地域に根差した事業展

開を行い、訪問介護サービスや訪問入浴サービスなどの在宅介護サービスの品質向上及び普及に長

年取り組んできました。

当社グループは、福祉の街を子会社とすることで埼玉県内における地域に密着した営業拠点網を

得ることとなります。また、当社グループがこれまで培ってきた施設系サービスの出店及び早期黒

字化に関するノウハウを活用し、福祉の街のサービスを更に充実させることも可能となります。今

後、福祉の街の営業拠点を関東地方での出店戦略における重要な地盤とし、引き続き事業規模を拡

大し、さらなる企業価値の向上に努めてまいります。

２．異動の方法

当社は、安藤幸男氏及び田島米子氏が保有する福祉の街株式40,000株を取得します。これにより、

福祉の街は当社の連結子会社となります。
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３．異動する子会社（株式会社福祉の街）の概要

（１） 商 号 株式会社福祉の街

（２） 本 店 所 在 地 埼玉県東松山市松葉町一丁目 13 番７号

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 安藤幸男

（４） 事 業 内 容 介護サービス事業

（５） 資 本 金 の 額 45 百万円

（６） 設 立 年 月 日 昭和 55 年６月４日

（７） 大株主及び持株比率
安藤幸男（66.7％）

田島米子（33.3％）

（８）
上場会社と当該会社と

の 関 係 等

資 本 関 係 該当事項はございません。

人 的 関 係 該当事項はございません。

取 引 関 係 該当事項はございません。

関連当事者への該当状況 該当事項はございません。

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態

平成 21 年５月期 平成 22 年５月期 平成 23 年５月期

純 資 産 161 171 194

総 資 産 525 591 579

１ 株 当 た り 純 資 産 （ 円 ） 2,688.14 2,854.78 3,238.20

売 上 高 1,356 1,380 1,458

営 業 利 益 25 17 36

経 常 利 益 25 20 41

当 期 純 利 益 15 12 25

１株当たり当期純利益（円） 260.89 211.64 428.42

１ 株 当 た り 配 当 金 （ 円 ） 45 45 45

（単位：百万円）

４．株式取得の相手先の概要

（１） 氏 名 安藤幸男

（２） 住 所 埼玉県比企郡嵐山町

（３） 上場会社と当該個人の関係 該当事項はございません。

（１） 氏 名 田島米子

（２） 住 所 埼玉県東松山市

（３） 上場会社と当該個人の関係 該当事項はございません。
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５．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況

(１)異動前の所有株式数

０株

（議決権の数：０個）

（所 有 割 合：0.0％）

(２)取 得 株 式 数

40,000 株

（議決権の数：40,000 個）

（取 得 価 額：266,668 千円）

(３)異動後の所有株式数

40,000 株

（議決権の数：40,000 個）

（所 有 割 合：66.7％）

(４)取得後の出資比率
セントケア・ホールディング株式会社 66.7％

安藤幸男 33.3％

(５)取得価額の算定根拠

独立した第三者機関が行いましたＤＣＦ方式（ディスカウント・キャッシュ・フロー方式）によ

る株価算定結果等を参考に価格を算出したものであります。

６．日程

取 締 役 会 決 議 平成 24 年４月 13 日

株式譲渡契約書締結 平成 24 年５月 31 日

株 式 取 得 日 平成 24 年５月 31 日

７．今後の見通し

本株式の取得による連結業績への影響につきましては、平成 24 年５月に公表予定の平成 25 年３

月期決算短信における連結業績予想に織り込んで開示いたします。

以上


